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1.  22年3月期の業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

（注）22年3月期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につきましては、当期純損失を計上しているため、記載しておりません。 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

（注）当社は平成22年3月期においては連結キャッシュ・フロー計算書の作成を行っていないため、平成21年3月期のキャッシュ・フローの状況についての記
載を行っておりません。  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 463 △45.1 △494 ― △488 ― △205 ―
21年3月期 844 △17.6 △604 ― △634 ― △914 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 △4,207.94 ― △73.6 △23.7 △106.6
21年3月期 △17,782.64 ― △99.9 △18.8 △71.6
（参考） 持分法投資損益 22年3月期  0百万円 21年3月期  △85百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 1,068 169 15.1 3,297.38
21年3月期 3,049 424 13.0 8,136.09
（参考） 自己資本  22年3月期  160百万円 21年3月期  396百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 △439 604 △600 367
21年3月期 ― ― ― ―

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 0.00 ― 250.00 250.00 12 ― 1.6
22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 ― ―
23年3月期 
（予想）

― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3.  23年3月期の業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率） 

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

304 47.1 △115 ― △140 ― △138 ― △2,829.94

通期 399 △13.8 △167 ― △409 ― △198 ― 4,070.57
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4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

[（注）詳細は、22ページ「重要な会計方針の変更」をご覧ください。] 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

（注）1株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、24ページ「1株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 52,831株 21年3月期 52,831株
② 期末自己株式数 22年3月期 4,049株 21年3月期 4,049株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
1.上記に記載した予想値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の実績等は、業績の
変化等により、上記予想値と異なる場合があります。 
2.第２四半期累計予想には、平成22年６月４日公表の「外部調査委員会による調査報告書のご報告について」による過年度決算の訂正に係る調査費用並
びに監査費用、現在の事務所であるミッドタウンタワーへの引越費用等の特別な経費を見込んでおります。 
3.通期予想には、積極的な営業活動の再開による受注の回復および大幅なコスト削減の効果により、財務状況が改善していく事を見込んでおります。 
4.当社は、平成22年においては連結財務諸表の作成を行っておりません。 
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当事業年度における日本経済は、平成20年秋からの世界的な経済の減速や急激な円高の影響を受け、景気や企業

収益の低下等の非常に厳しい環境下で推移してきており、引き続き先行きの見通しは極めて不透明な状態となって

おります。  

  このような状況の中、当社を取り巻く環境についても、全体の景気悪化に伴う大手企業の予算削減および個人消

費の落ち込みの影響は大きく、企業向け・コンシューマー向けともにシニアビジネスサポート業務全般に伸び悩む

結果となりました。また、前取締役３名による不正会計処理の調査を行う中で、過年度に亘る売上計上時期・金額

の修正、売掛金の回収可能性についての再評価、決算修正に伴う固定資産の減損等の必要修正額を算定し、過年度

の損益の訂正をいたしました。同様に、折からの経済危機の影響を受けて投資先の業績が悪化したことにより、保

有する営業投資有価証券の評価損も発生いたしました。  

  一方で、当社の行うシニアビジネスサポート事業（会員を利用したシニア向け調査、シニア向け新規事業の立ち

上げ、シニア向け新商品・サービスの開発、シニア向け広告・プロモーションの実施、シニア向けクリエイティブ

制作、シニア会員組織の運営、シニア向け会員サイトの制作・運営、シニア人材派遣等）は、他に競合のない独自

のサービスとなっており、景気の影響は受けつつも底堅い売上を確保しております。また、投資育成事業において

も、保有している営業投資有価証券の一部売却により売上と利益を獲得いたしました。  

以上の結果、当事業年度業績は、売上高463,499千円（前年同期比45.1％減）、経常損失488,236千円（前年同期

比23.1％減）、当期純損失205,271千円（前年同期比77.5％減）となりました。 

  

事業部門の業績を示すと、次のとおりであります。 

① シニアビジネスサポート事業 

 当事業部門におきましては、大手企業からの受注が伸び悩んだことにより売上高は444,710千円と減少したもの

の、販売費および一般管理費を抑制したため、営業損失は180,935千円となりました。 

 (ご参考)  

 当社は、平成22年３月期より連結財務諸表の作成を行っておりません。なお、前連結会計年度の売上高は635,230

千円、営業損失246,230千円であります。 

② 投資育成事業 

 当事業部門におきましては、営業投資有価証券の一部を売却したことにより、売上高は18,788千円となりました

が、営業投資有価証券評価損を売上原価の区分にて計上していることから営業損失は130,687千円となりました。 

 (ご参考)  

 当社は、平成22年３月期より連結財務諸表の作成を行っておりません。なお、前連結会計年度の売上高は231,778

千円、営業損失149,662千円であります。 

  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析
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①資産、負債、純資産の状況 

（資産） 

 当事業年度末における資産合計は1,068,084千円となり、前事業年度と比較して1,981,059千円、65.0％減少い

たしました。 

流動資産は716,902千円となり、前事業年度と比較して1,283,865千円減少しました。流動資産の主たる減少理由

は、現金及び預金が444,113千円、営業投資有価証券が132,488千円、仮払金が667,501千円減少したことによる

ものであります。なお、現金及び預金の減少理由は、下記②「キャッシュフローの状況」を御参照ください。 

 有形固定資産の合計は32,818千円と前事業年度度末から4,935千円減少しましたが、これは主に、減価償却に

よるものであります。無形固定資産は、186千円と14千円増加しておりますが、これは電話加入権の増加による

ものであります。また、投資その他の資産は、当事業年度末318,179千円と前事業年度末から692,275千円減少し

ておりますが、これは主に、投資有価証券が261,283千円、関係会社株式が126,239千円、その他関係会社有価証

券が330,398千円減少したことによるものであります。 

（負債） 

 当事業年度末における負債合計は898,118千円となり、前事業年度末と比較して1,726,123千円、65.8％減少い

たしました。 

 流動負債は533,218千円と前事業年度末と比較して1,642,723千円減少いたしました。流動負債の主たる減少理

由は、短期借入金が600,000千円、仮受金が1,140,046千円減少したこと等によるものであります。 

 固定負債は364,900千円と前事業年度末と比較して83,400千円減少いたしました。固定負債の減少理由は、長

期借入金が減少したことによるものであります。 

（純資産） 

 当事業年度末の純資産合計は169,965千円となり、前事業年度末と比較して254,936千円減少いたしました。こ

れは、当期純損失の計上等により利益剰余金が減少したためであります。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、営業活動により資金を439,377千円

使用し、投資活動においては604,997千円獲得し、財務活動においては600,713千円使用した結果、当事業年度末

には367,852千円となりました。なお、平成22年３月期より連結数値の記載をしていないため、前年同期比につ

いては記載しておりません。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)  

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純損失を202,879千円、不法原因給付受入益596,667

千円を計上したため、投資有価証券評価損141,625千円、営業投資有価証券の減少130,292千円等では補い切れ

ず、439,377千円の使用となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)  

 投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却による収入295,534千円、出資金の売却による収

入350,000千円等により、604,997千円の獲得となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)  

 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済830,000千円、長期借入金の返済361,900千円等があ

ったものの、短期の借り入れによる収入200,000千円、長期借入による収入400,000千円等により、600,713千円

の使用となりました。 

  

（ご参考）  

 当社は、平成22年3月期より連結財務諸表の作成を行っておりません。なお、前連結会計年度末における資金

は802,946千円、また前連結会計年度のキャッシュ・フローの状況は、営業活動の結果使用した資金319,545千

円、投資活動の結果使用した資金237,308千円および財務活動の結果使用した資金93,076千円であります。 

(2) 財政状態に関する分析
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
自己資本比率：自己資本／総資産  

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産  

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー  

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い  

※1 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書又はキャッシュ・フロー計算書の「営業活動に

よるキャッシュ・フロー」を使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表又は貸借対照表に計上され

ている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キ

ャッシュ・フロー計算書又はキャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を使用しております。  

※2 平成18年３月期から平成22年３月期までのインタレスト・カバレッジ・レシオ及びキャッシュ・フロー対有

利子負債比率についは、営業キャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。   

※3 平成18年３月期より平成21年３月期については連結キャッシュ・フローを作成しているため、連結の数値を

記載しております。 

  

平成22年３月期につきましては、当期純損失を計上したため、無配としております。 

 今後につきましては、企業体質強化のための内部留保の充実を図ることを第一義と位置づけ、各期の経営成績、

財政状況及び配当性向等を総合的に勘案して、株主に対する利益還元を実施可能なほど財務体質が改善された時点

で、配当を実施していきたいと考えております。 

 また、当社は、会社法第454条第５項に定める中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。 

 これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

  

以下においては、当社グループの事業展開上、決算短信提出日現在でリスク要因となる可能性があると考えられ

る事項に加えて、当社としては必ずしも事業上のリスクとは考えていない事項についても、投資判断の上で重要と

考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から記載しております。  

なお、当社グループはこれらのリスクの発生の可能性を認識した上で、発生の回避、あるいは発生した場合の適切

な対応に努める所存でありますが、当社株式に関する投資判断は、本項以外の記載内容も併せて、慎重に検討した

上で行われる必要があります。 

  

① 過年度決算の訂正について 

当社は、平成22年６月４日付で「外部調査委員会による調査報告書のご報告について」を発表しており、過年度

の決算の訂正及び営業活動における自粛を余儀なくされております。今後は一日も早い会社の信頼回復に努めると

ともに、可能な範囲で営業活動の再開を行って参りますが、当社に対する損害賠償請求や社会的信用の失墜によ

り、当社事業及び業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期

自己資本比率 50.6 59.4 37.1 10.0 15.1

時価ベースの自己資本比率 1,791.0 300.7 78.6 23.2 74.0

キャッシュ・フロー対有利子 
負債比率

─ ─ ─ ─ ─

インタレスト・カバレッジ・ 
レシオ

─ ─ ─ ─ ─

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

(4) 事業等のリスク
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当社は、顧客企業のシニアマーケット攻略のためのコンサルティング・プロモーションサポート等を行うため

に、50歳以上の方を会員組織化した「MASTER」に対する定量・定性調査を行っており、平成21年５月末現在約１万

人の会員の個人情報を保有しております。また、コミュニティサイトの運営、ＷＥＢ上での商品販売活動（購入申

込みの受付け）によっても利用者の個人情報を取得する場合があります。これらの個人情報は、当社の管理下にあ

るデータベースにて保管しており、平成17年４月に施行された「個人情報の保護に関する法律」が定める個人情報

取扱事業者としての義務が課せられております。当該義務への対応としては従来より、個人情報に関する管理方針

を明確にした上で、ネットワークの運用や電子メールの利用に関してのマニュアル化、データベースにアクセスす

る際のパスワード管理、ネットワークの技術対策等を施し、個人情報保護に努めております。平成22年３月期に

は、ネットワークの再整備及びデーターサーバーの多重管理等サーバー増強へのシステム投資を追加実施し、セキ

ュリティ及びデータバックアップの体制を更に強化いたしましたが、万一、外部からの不正アクセスや社内管理体

制の瑕疵等による情報の外部流出が発生した場合、当社に対する損害賠償請求や社会的信用の失墜により、当社事

業及び業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

当社では、シニアに関する“情報収集だけではなく、情報発信や交流も出来る参加型サイト”をコンセプトとし

たコミュニティサイト「シニアコム.jp」を提供しております。本サイトは、「MASTER」会員の登録やメールマガジ

ン「シニアコムNews」購読の登録にも利用しており当社の事業上重要な役割を果たしております。従来よりネット

ワークの技術対策等を施し、平成22年３月期には、ネットワークの再整備及びデーターサーバーの多重管理等サー

バー増強へのシステム投資を追加実施し、セキュリティ及びデータバックアップの体制を更に強化いたしました

が、インターネットを利用しているため、自然災害、事故および外部からの不正手段によるコンピュータへの侵入

等により、通信ネットワークの切断、サーバー等ネットワーク機器の作動不能等の事態が生じた場合、当社事業及

び業績に影響を及ぼす可能性があります。  

  

現在のところ、シニアマーケットを対象に「調査、戦略立案、実行、検証に至るまでトータルでサポートでき

る」形態のビジネスを展開している企業は少なく、当社としてはさらにノウハウを蓄積し事業の拡大を図る所存で

すが、今後において競合企業の出現は否定できません。今後、競争の激化により受注が減少した場合には、当社事

業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。  

  

当社は平成22年６月11日から平成22年６月15日までに希望退職の募集を行い、24名の人員削減を実行しました。

そのため組織の規模が縮小し、内部管理体制も当該組織規模に応じたものとなっております。今後は経営の立て直

しを図り、業務が拡大した暁には、業務執行体制の人員増強と内部管理体制の強化・充実を図っていく予定であり

ます。しかしながら、当社の事業の拡大に伴う、優秀な人材の確保・育成が適切に行えず、十分な人的・組織的対

応ができない場合、または現在在職している人材が大量に流出した場合、当社事業及び今後の業務推進に影響を及

ぼす可能性があります。 

  

当社は平成22年６月４日、「外部調査委員会による調査報告書のご報告について」を開示いたしました。 

 この開示内容から、東証より有価証券上場規程施行規則第605条第1項第14号（上場会社が有価証券上場規程第601

条第1項第11号a前段（有価証券上場規程第603条第1項第6号による場合）に該当すると認められる相当の事由がある

と東証が認める場合）に該当することとなり、投資者の注意を喚起するため、監理銘柄（審査中）に指定されたも

のであります。 

 今後、株式会社東京証券取引所の審査の結果、当社が過去に行った不適切な取引が上場廃止基準に抵触すると判

断された場合には、上場廃止になる可能性があります。 

  

② 当社グループの事業内容について 

 (イ)個人情報の流出可能性および流出した際の影響について 

 (ロ)システム障害について

③ 競合について

④ 当社の事業体制について 

⑤ 株式会社東京証券取引所より監理銘柄（審査中）に指定されていることについて
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 当社は、前事業年度において604,241千円の営業損失、914,237千円の当期純損失、当事業年度において494,320千

円の営業損失、205,271千円の当期純損失と、継続的かつ大幅な営業損失、当期純損失を計上しております。当該状

況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しています。  

 当社は、当該状況を解消すべく、平成22年６月11日から平成22年６月15日までに希望退職の募集を行い、24名の

人員削減を実行しました。また、本社オフィス移転を含め販売費及び一般管理費の42％程度削減を行う予定です。

加えて、主力金融機関との間で借入金返済条件の見直し交渉を進めるとともに、当社事業とシナジー効果が見込め

る事業会社との業務提携及び資本提携を模索しております。  

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しておりま

せん。  

  

(5) 継続企業の前提に関する重要事象等
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当社グループは、当社及び関連会社３社及び１投資事業組合（株式会社シニアパートナーズ、株式会社シニ

アステージ、シニアビジネス応援ファンド投資事業有限責任組合等）の計４社及び１投資事業有限責任組合で

構成されております。  

 当社グループは、「シニア（注）がいきいきと暮らせる社会の実現に貢献する」との経営理念の下、顧客企

業のシニアマーケットを対象としたビジネスをトータルにサポートする『シニアビジネスサポート事業』とシ

ニア向けビジネスを展開する有望企業に当社グループが投資をし、企業価値を高めていく『投資育成事業』を

展開しております。 

  「シニアビジネスサポート事業」は、顧客企業のシニア向けビジネスを調査、戦略立案から実行、検証に至

るまで一環してサポートする「企業サポート業務」、顧客企業との協業や当社グループ自らがシニア向け製商

品・サービスの提供を行う「コンシューマー業務」の二つの業務、『投資育成事業』は「投資業務」の一つの

業務、合計三つの業務で構成されております（平成21年3月期より開始した「人材サービス業務」は主に「企業

サポート業務」に含まれております）。 

  

（各業務概念図） 

 

(注)  当社では50歳以上の人をシニアと定義しております。 

  
 

2. 企業集団の状況
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名称 住所
資本金又は

出資金 
(千円)

主要な事業 
の内容

議決権の 
所有割合
（％）

関係内容

(関連会社）

株式会社シニアパート
ナーズ

大韓民国 
ソウル

4,520,000 
  千ウォン

韓国における
シニアマーケ
ットの専門機

関

26.0 役員の兼任 １名

 
株式会社シニアステー
ジ 

大韓民国 
ソウル

1,000,000 
  千ウォン

韓国における
シニアマーケ
ットの専門機
関

26.0 
  

（26.0） ─

シニアビジネス応援フ
ァンド投資事業有限責
任組合

東京都 
千代田区

1,300,000
未公開企業に
対する投資

38.5
投資事業有限責任組合契約に基づ
き、当社が同組合に対して出資し
ております。

株式会社イエノナカカ
ンパニー

東京都 
千代田区

10,000
住居内サービ
スの企画・開
発

20.0 ─
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ⅰ. 再発防止策の実践 

当社は、過年度決算を訂正することとなったことを極めて重大な事態と受け止め、真摯に反省するとともに、外

部調査委員会の調査結果と再発防止策の提言を基に、下記の再発防止策のさらなる徹底と社内体制の整備を実施し

てまいります。さらに、コーポレート・ガンバナンスの一層の強化を図り、一日も早い信頼回復に向けて最大限の

努力をしてまいります。  

１ 組織風土改革の推進 

  ①原因の共有と施策の徹底 

  ②行動指針の施策と周知 

  ③その他の対策 

 ２ コーポレート・ガバナンスの強化 

  ①社外取締役の選定 

  ②情報の共有 

  ③その他の施策 

 ３ 各部門の役割と責任の明確化 

  ①各担当部門の役割の明確化 

  ②全部門への情報共有の徹底 

  ③各部門および社員間での意見交換の徹底 

 ４ 売上計上基準の明確化 

    ①社内全体での売上計上基準の共有 

  ②担当部門での売上計上から回収までの責任の明確化 

  ③役職員の売上管理に対するモラルの徹底 

ⅱ. 事業の原点回帰 

当社は、株式公開後、大型の事業提携や投資育成事業に経営資源をシフトさせたため、一番大切である本業の積

み上げを疎かにしてしまった点が否めず、深い反省材料となっております。経営陣が刷新された今後は、創業から

の経営理念である「シニアがいきいきと暮らせる社会の実現に貢献する」を達成するために業務に邁進して参りま

す。 

平成22年度は「原点回帰」を経営方針として掲げ、シニアマーケットのリーディングカンパニーとしての、当社

の強みを活かして参ります。 

 ・ 3,000件を超えるシニア向け定性・定量調査の圧倒的なデータベース  

 ・ 1,500社以上のシニアマーケットに取り組む企業様とのリレーションと、3,000件を超えるシニア関連プロジェ 

  クトの実施経験  

 ・ 当社会員をはじめとする1,000以上にも及ぶシニア団体やシニア会員組織とのネットワーク  

 ・ シニアマーケットにおけるNO.１企業としての知名度  

これらをもとに、当社独自サービスである以下の各事業を、引き続き強化・推進して参ります。  

 １）シニアビジネスサポート事業  

   ・ シニア向けの調査  

   ・ シニア向け新規事業の立ち上げ  

   ・ シニア向け新商品・サービスの開発  

   ・ シニア向けプロモーションの企画・実施  

   ・ シニア向けクリエイティブ制作  

   ・ シニア向け会員組織の運営  

   ・ シニア向け会員サイトの制作・運営等  

 ２）シニア向けインターネットビジネス  

   ・ シニアコム.jp （http://www.seniorcom.jp/）  

   ・ メールマガジン シニアコムNews  

 ３）シニア向け商品・サービス販売  

   ・ 各企業様との共同開発商品  

   ・ 「東京マダム（http://t-madam.jp/）」関連事業  

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針
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過年度決算を訂正した結果、当社は平成16年３月期から当期に至るまで当期純損失を計上して参りました。まず

は、損益計算書の黒字化と、営業活動によるキャッシュ・フローの黒字化を経営目標に掲げ、財務体質と経営成績

の安定化を図って参ります。 

  

当面、中長期的な視野に基づいた設備投資計画、研究開発計画、投資計画、合併や買収などの計画はございませ

ん。 

  

当社といたしましては、今回の前経営陣による不正会計処理によって失墜した企業としての信用回復を最優先の

課題として取り組みつつ、同時に今後もシニア層を最も熟知している会社として、世の中とシニア層のニーズギャ

ップを埋めるために、様々な事業展開を行っていく所存でございます。  

 平成22年度は「原点回帰」を経営方針として掲げ、当社の強みであるシニア会員を活用した『シニアマーケット

における圧倒的なデータベース』、『具体的なシニアマーケット開拓ノウハウ』『シニアマーケットに取り組む

1,500社を超える企業とのリレーション』、『シニアマーケットに関するNO.１企業としての知名度とメディア露

出』を活かす形で、『シニアビジネスサポートの強化』、『インターネットビジネスの強化』、『シニア向け商

品・サービス販売の強化』などの事業を推進していく予定でございます。   

  

ⅰ. 責任追及 

当社は，株主の皆様，市場関係者の皆様をはじめ，多くのステークホルダーの皆様に大変なご迷惑とご心配を

おかけしましたことについて、深くお詫び申し上げます。当社においては、今回発生した事態が当社および各ス

テークホルダーに与えた影響の大きさに鑑み、関与取締役に対し以下のとおり処置することといたしました。  

 取 締 役  山崎伸治 平成22年６月４日付 代表取締役及び取締役辞任  

 取 締 役  渡部正教 平成22年６月４日付 取締役辞任  

 取 締 役  馬谷尚利 平成22年６月４日付 取締役辞任   

当社は，過年度決算の訂正を行なうことになった事態を極めて重く受け止めるとともに、深く反省し、社内全

体のコーポレート・ガバナンスの強化、組織風土の改善策を講じ、ステークホルダーの皆様の信頼回復に全力で

取り組む所存です。このように、株式市場の信頼を損ねたことについて深く反省し、今後このような事態を二度

と繰り返さないよう一層の社内体制の充実に努めてまいります。  

また、追加で発生した監査費用、不法行為に基づく当社資金流出等に関する関与取締役の損害賠償責任を追及

してまいります。 

  

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題

(5) その他、会社の経営上重要な事項
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4.【財務諸表】

(1)【財務諸表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 793,424 349,311

売掛金 86,218 65,709

有価証券 1,192 18,541

営業投資有価証券 402,813 270,325

商品 2,288 1,491

貯蔵品 761 248

前払費用 16,180 10,430

未収入金 － 1,717

未収還付法人税等 14,085 723

未収消費税等 17,999 －

仮払金 667,501 －

その他 － 80

貸倒引当金 △1,697 △1,676

流動資産合計 2,000,767 716,902

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 57,571 57,571

減価償却累計額及び減損損失累計額 △28,512 △29,173

建物及び構築物（純額） 29,058 28,397

車両運搬具 269 269

減価償却累計額 △245 △255

車両運搬具（純額） 23 13

工具、器具及び備品 38,861 38,099

減価償却累計額及び減損損失累計額 △30,189 △33,692

工具、器具及び備品（純額） 8,672 4,407

有形固定資産合計 37,753 32,818

無形固定資産

電話加入権 171 186

無形固定資産合計 171 186

投資その他の資産

投資有価証券 287,701 26,418

関係会社株式 133,000 6,760

その他の関係会社有価証券 435,677 105,279

出資金 10 10

長期営業債権 8,463 735

長期前払費用 25 87

敷金及び保証金 80,507 97,366

保険積立金 69,353 81,931
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

損害賠償請求権 － 236,606

貸倒引当金 △4,288 △237,018

投資その他の資産合計 1,010,451 318,176

固定資産合計 1,048,376 351,181

資産合計 3,049,144 1,068,084

負債の部

流動負債

買掛金 22,696 21,897

短期借入金 700,000 100,000

1年内返済予定の長期借入金 245,200 366,700

未払金 11,187 6,590

未払費用 6,543 10,529

未払法人税等 1,852 5,202

未払消費税等 － 2,821

繰延税金負債 － 4,024

預り金 4,751 3,376

仮受金 1,140,049 3

ポイント引当金 11,715 11,464

関係会社整理損失引当金 31,369 －

その他 576 608

流動負債合計 2,175,942 533,218

固定負債

長期借入金 448,300 364,900

固定負債合計 448,300 364,900

負債合計 2,624,242 898,118

純資産の部

株主資本

資本金 1,419,872 1,419,872

資本剰余金

資本準備金 1,452,405 1,200,000

その他資本剰余金 － 146,154

資本剰余金合計 1,452,405 1,346,154

利益剰余金

繰越利益剰余金 △2,340,660 △2,451,876

利益剰余金合計 △2,340,660 △2,451,876

自己株式 △96,892 △96,892

株主資本合計 434,724 217,257

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △37,829 △56,404

評価・換算差額等合計 △37,829 △56,404
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

新株予約権 28,006 9,112

純資産合計 424,901 169,965

負債純資産合計 3,049,144 1,068,084
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(2)【損益計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

売上高

サービス売上高 612,714 444,710

営業投資有価証券売上高 231,778 18,788

売上高合計 844,492 463,499

売上原価

サービス売上原価 634,025 449,771

営業投資有価証券売上原価 356,156 130,420

売上原価合計 990,181 580,192

売上総損失（△） △145,689 △116,693

販売費及び一般管理費  458,552  377,627

営業損失（△） △604,241 △494,320

営業外収益

受取利息 3,014 176

受取配当金 1,388 578

業務受託料 3,868 －

還付加算金 3,042 －

投資事業組合運用益 － 22,581

その他 1,230 1,529

営業外収益合計 12,544 24,864

営業外費用

支払利息 11,602 16,194

匿名組合投資損失 14,170 －

投資事業組合運用損 16,292 －

その他 842 2,587

営業外費用合計 42,908 18,781

経常損失（△） △634,605 △488,236

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 417

投資有価証券売却益 14,953 44,398

事業譲渡益 － 852

抱合せ株式消滅差益 17,215 －

新株予約権戻入益 2,393 13,215

自己新株予約権消却益 － 8,943

不法原因給付受入益 － 596,667

その他 － 250

特別利益合計 34,562 664,746
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

特別損失

投資有価証券評価損 116,201 －

関係会社株式評価損 34,999 141,625

関係会社整理損失引当金繰入額 31,369 －

商品評価損  49,990  －

減損損失  21,272  1,154

貸倒引当金繰入額 － 236,606

不正会計処理損失 1,115 －

その他 18,473 2

特別損失合計 273,422 379,388

税引前当期純損失（△） △873,465 △202,879

法人税、住民税及び事業税 2,695 2,392

過年度法人税等 44,438 －

法人税等調整額 △6,361 －

法人税等合計 40,772 2,392

当期純損失（△） △914,237 △205,271
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(3)【株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,419,872 1,419,872

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,419,872 1,419,872

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,452,405 1,452,405

当期変動額

資本準備金の取崩 － △252,405

当期変動額合計 － △252,405

当期末残高 1,452,405 1,200,000

その他資本剰余金

前期末残高 － －

当期変動額

資本準備金の取崩 － 252,405

欠損填補 － △94,055

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △12,195

当期変動額合計 － 146,154

当期末残高 － 146,154

資本剰余金合計

前期末残高 1,452,405 1,452,405

当期変動額

欠損填補 － △94,055

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △12,195

当期変動額合計 － △106,251

当期末残高 1,452,405 1,346,154

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △1,400,006 △2,340,660

当期変動額

欠損填補 － 94,055

剰余金の配当 △26,415 －

当期純損失（△） △914,237 △205,271

当期変動額合計 △940,653 △111,216

当期末残高 △2,340,660 △2,451,876

利益剰余金合計

前期末残高 △1,400,006 △2,340,660
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当期変動額

欠損填補 － 94,055

剰余金の配当 △26,415 －

当期純損失（△） △914,237 △205,271

当期変動額合計 △940,653 △111,216

当期末残高 △2,340,660 △2,451,876

自己株式

前期末残高 － △96,892

当期変動額

自己株式の取得 △96,892 －

当期変動額合計 △96,892 －

当期末残高 △96,892 △96,892

株主資本合計

前期末残高 1,472,271 434,724

当期変動額

剰余金の配当 △26,415 △12,195

当期純損失（△） △914,237 △205,271

自己株式の取得 △96,892 －

当期変動額合計 △1,037,546 △217,467

当期末残高 434,724 217,257

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △39,443 △37,829

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,613 △18,574

当期変動額合計 1,613 △18,574

当期末残高 △37,829 △56,404

評価・換算差額等合計

前期末残高 △39,443 △37,829

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,613 △18,574

当期変動額合計 1,613 △18,574

当期末残高 △37,829 △56,404

新株予約権

前期末残高 30,022 28,006

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,015 △18,894

当期変動額合計 △2,015 △18,894

当期末残高 28,006 9,112
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

純資産合計

前期末残高 1,462,849 424,901

当期変動額

剰余金の配当 △26,415 △12,195

当期純損失（△） △914,237 △205,271

自己株式の取得 △96,892 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △401 △37,468

当期変動額合計 △1,037,948 △254,936

当期末残高 424,901 169,965
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(4)【キャッシュ・フロー計算書】

（単位：千円）

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 △202,879

減価償却費 4,541

減損損失 1,154

貸倒引当金の増減額（△は減少） 232,707

ポイント引当金の増減額（△は減少） △250

受取利息及び受取配当金 △754

支払利息 16,194

抱合せ株式消滅差損益（△は益） 2

投資事業組合運用損益（△は益） △22,581

投資有価証券売却損益（△は益） △44,398

関係会社株式評価損 141,625

不法原因給付受入益 △596,667

新株予約権戻入益 △13,215

自己新株予約権消却益 △8,943

事業譲渡損益（△は益） △852

売上債権の増減額（△は増加） 31,092

営業投資有価証券の増減額（△は増加） 130,292

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,308

未収消費税等の増減額（△は増加） 19,505

その他の流動資産の増減額（△は増加） 1,480

仕入債務の増減額（△は減少） △21,094

未払消費税等の増減額（△は減少） 2,821

その他の流動負債の増減額（△は減少） 863

その他 4,000

小計 △324,047

利息及び配当金の受取額 754

利息の支払額 △16,092

不法原因給付による資金の受入 809,874

不法行為に基づく資金の流出 △922,425

法人税等の還付額 18,024

法人税等の支払額 △5,465

営業活動によるキャッシュ・フロー △439,377
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（単位：千円）

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △15,388

投資有価証券の売却による収入 295,534

出資金の売却による収入 350,000

有形固定資産の取得による支出 △150

無形固定資産の取得による支出 △300

敷金及び保証金の差入による支出 △21,496

敷金及び保証金の回収による収入 8,525

保険積立金の積立による支出 △12,578

事業譲渡による収入 852

投資活動によるキャッシュ・フロー 604,997

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 200,000

短期借入金の返済による支出 △830,000

長期借入れによる収入 400,000

長期借入金の返済による支出 △361,900

配当金の支払額 △12,078

新株予約権の発行による収入 3,360

その他 △94

財務活動によるキャッシュ・フロー △600,713

現金及び現金同等物に係る換算差額 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △435,093

現金及び現金同等物の期首残高 794,617

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 8,328

現金及び現金同等物の期末残高 367,852
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前事業年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

当社は、前事業年度において604,241千円の営業損失、914,237千円の当期純損失、当事業年度にお

いて494,320千円の営業損失、205,271千円の当期純損失と、継続的かつ大幅な営業損失、当期純損失

を計上しております。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しています。  

 当社は、当該状況を解消すべく、平成22年６月11日から平成22年６月15日までに希望退職の募集を

行い、24名の人員削減を実行しました。また、本社オフィス移転を含め販売費及び一般管理費の42％

程度削減を行う予定です。加えて、主力金融機関との間で借入金返済条件の見直し交渉を進めるとと

もに、当社事業とシナジー効果が見込める事業会社との業務提携及び資本提携を模索しております。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反

映しておりません。  

  

最近の有価証券報告書（平成21年６月30日提出）における記載から重要な変更がないため開示を省

略します。 

  

 
  

(5)【継続企業の前提に関する注記】

(6)【重要な会計方針】

(7)【財務諸表に関する注記事項】

(持分法投資損益等)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１.関連会社に関する事項 

 当社が有しているすべての関連会社は、利益基

準及び剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会

社であるため、記載を省略しております。

２.開示対象特別目的会社に関する事項 

 当社は、開示対象特別目的会社を有しておりま

せん。
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注1）過年度も含め当事業年度において最終的に認識した損害金額です。 

注2）損害賠償請求権に係る貸倒引当金繰入額および貸倒引当金は、236,606千円です。 

注3）過年度も含め当事業年度において最終的に認識した受入益金額です。 

  

リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、税効果会計、退職給付、ストック・オプ

ション等、企業結合等に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくない

と考えられるため開示を省略しております。 

  

(関連当事者情報)

属性
会社等の 

名称
住所

資本金  

（千円）

事業の内容又

は職業

議決権等の所
有 

（被所有）割
合

取引の内容
取引金額 

（千円）
科目

期末残高   

（千円）

取締役 山崎伸治 ─ ─

当社 

代表        
取締役

10.9

関与取締役の不法
行為に基づく会社

資金の流出
922,425 仮払金 ─

上記のうち関与
取締役の不正会

計処理等の不正
行為により、社
外に当社資金が
流出したことに

伴う損害の発生

注1）     

236,606

注2） 
損害 

賠償 
請求権

236,606

取締役 渡部正教 ─ ─
当社        
取締役

10.9

関与取締役から
の不法原因給付
による資金の受

入れ

809,874 仮受金 ─

取締役 馬谷尚利 ─ ─
当社        

取締役
6.6 上記のうち不法原

因給付受入益とし

た額

注3） 
596,667

不法原因
給付受入

益

─

(開示の省略)

株式会社シニアコミュニケーション（2463）平成22年3月期　決算短信（非連結）

23



 
  

   

 

(１株当たり情報)

項目
前事業年度 当事業年度

(自 平成20年４月１日 (自 平成21年４月１日
 至 平成21年３月31日)  至 平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 8,136円09銭 3,297円38銭

１株当たり当期純損失 17,782円64銭 4,207円94銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
１株当たり当期純損失を計上し
ているため、記載を省略してお
ります。

同左

１ １株当たり純資産額

項目
前事業年度 当事業年度

(平成21年３月31日) (平成22年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額 (千円) 424,901 169,965

普通株式に係る純資産額 (千円) 396,894 160,852

差額の主な内訳 (千円)

 新株予約権 28,006 9,112

普通株式の発行済株式数(株) 52,831 52,831

普通株式の自己株式数(株) 4,049 4,049

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株
式の数(株)

48,782 48,782

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目
前事業年度 当事業年度

(自 平成20年４月１日 (自 平成21年４月１日
 至 平成21年３月31日)  至 平成22年３月31日)

１株当たり当期純利益

損益計算書上の当期純損失(千円) 914,237 205,271

普通株式に係る当期純損失(千円) 914,237 205,271

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 51,412 48,782

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額(千円) ─ ─

普通株式増加数（株） ─ ─

（うち新株予約権(株)） (─) (─)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在
株式の概要

第１回から第10回までの新
株予約権

第１回から第10回までの新
株予約権

（新株予約権の目的となる
株式の数 8,985株）

（新株予約権の目的となる
株式の数 9,087株）
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(重要な後発事象)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

（資本準備金の減少及び剰余金の処分）  

 当社は、平成21年５月20日開催の取締役会におい

て、平成21年６月26日開催の第９回定時株主総会に、

資本準備金の額の減少及び剰余金の処分について付議

することを決議し、同株主総会にて承認可決されまし

た。  

１．資本準備金の額の減少  

(1)資本準備金の額の減少の目的  

会社法第448条第１項の規定に基づく資本準備金の額の

減少（資本準備金の一部取崩）及びこれに伴うその他

資本剰余金の額の増加（その他資本剰余金への振替）

を行うことにより、配当原資（分配可能額）の準備そ

の他今後の柔軟かつ機動的な資本政策に備えるもので

あります。  

(2)資本準備金の減少の額  

資本準備金の額1,452,405,990円のうち、252,405,990

円を減少します。なお、減少後の資本準備金の額は、

1,200,000,000円となります。  

(3)資本準備金の減少の日程  

 ①取締役会決議日       平成21年５月20日  

 ②債権者異議申述催告公告日  平成21年５月26日  

 ③債権者異議申述最終期日   平成21年６月25日  

 ④定時株主総会決議日     平成21年６月26日  

 ⑤効力発生日          平成21年６月29日  

２．剰余金の処分  

(1)剰余金の処分の目的  

 会社法第452条の規定に基づく剰余金の処分として、

その他資本剰余金の額を94,055,731円減少させ、その

他利益剰余金（繰越利益剰余金）を同額増加させるこ

とにより繰越損失の填補に充当、12,195,500円を期末

配当の原資に充当します。  

(2)その他資本剰余金の減少の内容  

 ①増加する剰余金の項目及び額  

   繰越利益剰余金        94,055,731円  

 ②減少する剰余金の項目及び額      

   その他資本剰余金       94,055,731円  

 ③効力発生日          平成21年６月29日  

(3)剰余金の配当の内容  

 ①配当財産の種類  

   金銭といたします。  

 ②株主に対する配当財産の割当てに関する事項及び  

  その総額  

   当社普通株式１株につき250円  

   総額12,195,500円  

 ③剰余金の配当が効力を生じる日  

   平成21年６月29日  

   なお、配当原資については、その他資本剰余金  

   とすることを予定しております。    

 
―――――――
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前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

―――――――

 
  
 
  
 
  
 
  
 

（当社前取締役３名の不正行為を起因とする信用失

墜）  

 当社は、当社前取締役３名の不正行為を起因とする

信用失墜に関し、関与取締役に対し、違法配当の返還

請求ならびに追加で発生した監査費用、外部調査委員

会の調査費用および不法行為に基づく当社資金流出等

の損害賠償請求の検討を進めております。なお、金額

の確定した不法行為に基づく当社資金流出に対する損

害賠償請求権は、236,606千円であり(貸借対照表に計

上済）、既に発生しております調査費用、監査費用等

は、約50,000千円であります。

―――――――

 
  
 
  
 

（人材紹介・派遣・業務請負業務の停止） 

 当社は、シニアビジネスサポート事業の中の人材紹

介・派遣・業務請負業務において、関係お取引先様へ

の配慮、および社内体制の変更に伴い、平成22年６月

30日をもって一旦、お取引を停止させていただきまし

た。なお、今後の業務再開につきましては、状況を確

認しながら検討してまいります。

―――――――

 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 

（希望退職者の募集） 

平成22年６月11日開催の取締役会において、希望退職

者募集を行う事を決議致しました。

 (1)希望退職者募集の概要
①募集人数  

 上限として20名程度。社員数43名(平成22年６月

11日）のうち当社が事業継続に必要と思われる20名

程度は社員として確保することを基準とする。

②募集期間  

 平成22年６月11日(金)～６月15日(火)  

③募集対象  

 全社員  

④退職日  

 平成22年６月18日(金)  

⑤その他 

 会社都合退職（失業給付待機７日間）の扱いと

し、退職日時点での有給休暇残日数を給与日額100%

で買い取ることとする。

 (2)希望退職者募集の結果  

   応募者数 24名 

 (3)今後の見通し 

 希望退職者募集に伴う有給休暇の買い取りを行う

ため、６月分の給与支払額については約10百万円の

増加が見込まれますが、７月以降の人件費削減額は

毎月10百万を見込んでおります。  

 なお、社員数は減少するものの、営業部門、製作

部門並びに管理部門における、主な社員は在籍して

おりますので、今後の事業継続において支障はござ

いません。 
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

5. その他

(1) 役員の異動

(2) その他
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前年連結財務諸表 

(1)連結損益計算書 

 
  

「参考資料」

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

売上高 867,008

売上原価 998,084

売上総損失（△） △131,076

販売費及び一般管理費 ※１ 500,284

営業利益 △631,360

営業外収益

受取利息 3,115

受取配当金 1,388

還付加算金 3,042

その他 1,560

営業外収益合計 9,106

営業外費用

支払利息 12,142

持分法による投資損失 85,822

その他 1,981

営業外費用合計 99,946

経常損失（△） △722,200

特別利益

投資有価証券売却益 14,953

新株予約権戻入益 2,393

特別利益合計 17,347

特別損失

投資有価証券評価損 116,203

固定資産除却損 ※２ 372

商品評価損 ※３ 49,990

減損損失 ※４ 21,272

不正会計処理損失 1,115

その他 2,041

特別損失合計 190,996

税金等調整前当期純損失（△） △895,849

法人税、住民税及び事業税 4,901

過年度法人税等 44,438

法人税等調整額 △6,361

法人税等合計 42,978

少数株主損失（△） △1,914

当期純損失（△） △936,913
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(2)連結キャッシュフロー計算書 

  

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 △895,849

減価償却費 6,196

減損損失 21,272

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,590

ポイント引当金の増減額（△は減少） 11,715

受取利息及び受取配当金 △4,503

支払利息 12,142

持分法による投資損益（△は益） 85,822

投資有価証券評価損益（△は益） 116,203

有価証券売却損益（△は益） △14,953

有形固定資産除却損 372

売上債権の増減額（△は増加） 103,140

営業投資有価証券の増減額（△は増加） 326,046

たな卸資産の増減額（△は増加） 51,470

未収消費税等の増減額（△は増加） △18,732

その他の流動資産の増減額（△は増加） 3,786

仕入債務の増減額（△は減少） △39,548

未払消費税等の増減額（△は減少） △223

その他の流動負債の増減額（△は減少） △4,416

その他 △1,694

小計 △238,161

利息及び配当金の受取額 4,503

利息の支払額 △11,604

不法原因給付による資金の受入 338,005

不法行為に基づく資金の流出 △459,112

法人税等の還付額 94,527

法人税等の支払額 △47,703

営業活動によるキャッシュ・フロー △319,545

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △5,857

無形固定資産の取得による支出 △17,494

投資有価証券の取得による支出 △331,420

投資有価証券の売却による収入 120,233

敷金及び保証金の差入による支出 △2,360

保険積立金の積立による支出 △12,578

その他 12,168

投資活動によるキャッシュ・フロー △237,308
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 3,100,000

短期借入金の返済による支出 △3,200,000

長期借入れによる収入 300,000

長期借入金の返済による支出 △170,200

自己株式の取得による支出 △96,892

配当金の支払額 △25,983

財務活動によるキャッシュ・フロー △93,076

現金及び現金同等物に係る換算差額 △15

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △649,946

現金及び現金同等物の期首残高 1,452,893

現金及び現金同等物の期末残高  802,946
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